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第６回デジタル部会 議事録 

 

１ 日 時 令和７年６月23日（月）10:00～11:42 

 

２ 場 所 総務省第二庁舎６階特別会議室及びＷｅｂ開催 

 

３ 出席者 

【委   員】 

清原 慶子（部会長）、會田 雅人 

【臨時委員】 

小西 葉子、中川 郁夫 

【専門委員】 

  竹村 詠美、細川 努、南 和宏、安井 清一 

【審議協力者】 

東京都 

【事務局（総務省）】 

  北原政策統括官（統計制度担当） 

  山田大臣官房審議官 

  政策統括官（統計制度担当）付：重里統計企画管理官 

統計委員会担当室：谷本室長、田村次長、松井政策企画調査官ほか 

 

４ 議 題 

（１） 事務局報告「各国における電子商取引の把握の状況について」 

（２）事務局説明「これまでの部会での審議内容等の取りまとめについて」 

 

 

 

 

５ 議事録 

○清原部会長 皆様、おはようございます。今年は夏至の前から30度を超す高温が続いて

おりまして、本当にもう皆様、体力維持に御努力いただいていると思いますし、御多用の

中御参集いただきまして、心から感謝申し上げます。 

 それでは、定刻となりましたので、第６回デジタル部会を開催させていただきます。 

 本日は、小西臨時委員、南専門委員、そして竹村専門委員、安井専門委員がウェブから

の御出席です。そのほか、オブザーバーとして東京都の方にもウェブで御出席いただいて

おります。 

 本日の議事は、お示ししている議事次第のとおりです。 

 配布資料の確認を省略しまして、早速議事に入らせていただきます。 
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 まず初めに、議題１でございます。各国における電子商取引の把握の状況についてです。

今回は、各国からの回答内容を精査し、結果を整理していただいていますので、事務局よ

り、まず御報告をお願いいたします。それでは、孕石補佐、お願いします。 

○孕石総務省統計委員会担当室室長補佐 資料１を御覧ください。 

 まず、２ページを御覧ください。１、諸外国に対するヒアリングの実施状況でございま

す。 

 各国の電子商取引関連調査の実態を把握するため、諸外国の統計機関に対してヒアリン

グを実施いたしました。各国の回答状況でございますが、まず、回答ありが韓国、米国、

カナダ、ドイツ、ベルギー、エストニアでした。回答なしがオランダ、スペイン、デンマ

ーク、英国でした。これらの国につきましては、ヒアリングに代えて、事務局が公表資料

に基づき整理いたしました。 

 各国に対する質問事項は、「（参考）ヒアリングにおける質問事項」ということで、本資

料の後ろの９ページから13ページのところに参考として付けさせていただきました。その

とおりでございます。 

 次に、３ページを御覧ください。２、データの利活用の目的でございますが、ほとんど

の国においてＯＥＣＤやEurostatなどの国際機関への提供が挙げられていました。参考と

しまして、ＥＵの電子商取引関連データ収集の背景でございますが、ＥＵのＤＸ推進に係

る政策計画、Digital Decade policy programmeでは、企業のＤＸに関するＫＰＩを設定し

ており、当該ＫＰＩの構成要素の一つとして電子商取引のデータが用いられているという

ことでした。 

 その他、以下の目的が挙げられていました。デジタル消費市場規模の把握、デジタルＳ

ＵＴの推計、デジタル貿易の把握でございます。 

 次に、４ページを御覧ください。３、電子商取引の定義でございますが、調査における

電子商取引については、ＯＥＣＤにより以下のとおり定義されております。この定義につ

いてですが、欧州を中心として、多くの国でＯＥＣＤの定義を採用しておりますが、一部

の国では、電子メールを介した取引を含むなど差異も見られるということが分かりました。

その他、小売業・サービス業を対象とした調査において、「オンラインでの注文と支払の機

能を有する取引」と、ＯＥＣＤの定義より狭く定義している国もございました。 

 次に、５ページを御覧ください。４、電子商取引の調査対象産業についてですが、ＥＵ

諸国では、Eurostatモデル調査と同じ範囲になっているのを始め、ほとんどの国ではモデ

ル調査と同じかそれより広い範囲になっていることが分かりました。Eurostatモデル調査

において、調査対象としている産業の範囲については、以下のとおりでございます。 

 次に、６ページを御覧ください。５、統計調査と項目の結果精度でございますが、統計

調査への回答率は、国によって高低がありました。回答率が比較的低い一部の国では、そ

の理由として、調査が任意である点を指摘しておりました。他国の回答義務については不

明ですが、そのような指摘もございました。 

 電子商取引に関する調査事項の回答率については、算出していない国が多かったです。

ただ、算出している国を見ると、一部の国は、統計調査への回答者の大半が当該調査事項
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に回答している一方、別の国では、産業による差異が顕著でございました。 

 統計調査への回答率が低い国は、電子商取引に関する調査事項の標準誤差率が高いとい

うことが分かりました。ある国では、結果精度の低さによりデータ公表を取りやめた実績

もございました。 

 次に、７ページを御覧ください。６、統計調査の困難な点及び解決策ですが、電子商取

引に関する結果精度について、複数の国から以下のような点が指摘されておりました。 

 これは、解決策は特に言及がなかったものでございますが、電子商取引の定義に関する

回答者の理解不足、企業の記録と電子商取引の定義との不一致、他統計との計数の不整合

がございました。 

 その他、結果精度の維持・向上に向けて各国から示された解決策は、以下のとおりでご

ざいました。電子商取引の担当者が総売上高を把握していない場合の対応策として、電子

商取引の総売上高に占める割合ではなく金額を調査するということです。それから、低回

答率への対応として、次回の調査における標本規模を拡大予定であるということです。そ

れから、欠測値の補完や回答結果の確認に際し、オルタナティブデータ（税務データ）な

どを活用しているという、そのような解決策がございました。 

 次に、８ページを御覧ください。最後にまとめでございますが、データニーズについて

は、ほとんどの国において国際機関へのデータ提供を指摘しておりました。このほか、デ

ジタルＳＵＴ推計のためとする国も見られました。 

 国際比較可能性の観点からは、取引の定義や調査対象産業について、一部の国を除いて、

ＯＥＣＤやEurostatモデル調査に基づく国が多いということが分かりました。 

 継続して調査を実施している諸外国においても、調査実施上の困難な点として、定義に

関する回答者の理解不足や、企業の記録と取引の定義の不一致など、結果精度に関する点

が指摘されました。 

 他方で、国によっては、自国のデータニーズの観点から必要となる結果精度を確保しつ

つ、調査が実施できているとの声も聞かれておりました。こうした国について、更に調査

実態を調べていくことが有益かと考えられます。 

 次に、９ページでございますが、冒頭で申し上げましたように、９ページから13ページ

までがヒアリングにおける質問事項として日本語のものを付けさせていただきました。 

 私からの説明は以上になります。 

○清原部会長 孕石補佐、御説明ありがとうございます。以上、お聞きいただきましたよ

うに、資料１として、「諸外国に対する電子商取引関連ヒアリングの結果」を報告していた

だきました。１、諸外国に対するヒアリングの実施状況。２、データの利活用の目的。３、

電子商取引の定義。４、電子商取引の調査対象産業。５、統計調査と項目の結果精度。６、

統計調査の困難な点及び解決策。そして、８ページにまとめとして４項目を書いていただ

きました。 

 それでは、ただ今の御報告について御質問、御意見等を頂きたいと思います。ウェブで

御参加の小西臨時委員、竹村専門委員、南専門委員、安井専門委員におかれましては、挙

手ボタンを押していただくと有り難いです。会議室の皆様は、挙手をしてください。どな
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たからでもどうぞ。 

 この調査に関しましては、委員の皆様からの御助言を受けて、対象国に少しでも負担の

ないように実施をしていただきましたけれども、全ての国には回答していただけませんで

した。けれども、有益な回答を報告していただいていますので、皆様から御質問あるいは

御意見を頂ければと思います。いかがでしょうか。それでは、會田委員、お願いします。 

○會田委員 會田です。事務局の方におかれましては、大変な調査とかいろいろ向こうか

ら回答が来ない場合に督促したりとか、翻訳も当然あると思いますけど、大変な作業をど

うもありがとうございました。外国の事情がよく分かったというふうに思います。 

 ＥＵの関係で言いますと、ＥＵで分かったのは、REGULATIONを作られると各国はＥＵに

報告すること自体が義務となってしまうというのがあるので、それが目的として出てきて

いるというのが一番大きいのだろうというふうに思います。 

 それからあと、各国のこれを聞いていますと、何となく何を調査するのかというのが、

回答者がまだ十分に理解できていないというのがある程度見られるということと、例えば

企業の中で保管しているどのデータを回答したらいいかというのが、まだよく見えていな

いというのがあるのだろうと思います。財務状況とかというと、当然、いろいろな企業の

決算資料とかありますから、どの部分を持ってくればいいかというのは明らかになるわけ

ですけど、ＤＸとか電子商取引とかの場合は、どの部分を持ってくるかというのが、まだ

企業の方もよく分からないところもあると思いますので、回答者の方の立場を考えていろ

いろ調査事項などを設計していけば、それなりに回答率の高いものが得られるのではない

かというふうに思いました。これは意見です。 

 以上です。 

○清原部会長 ありがとうございます。やはりＥＵにおいては、報告義務というのがまず

先行して、各国に認識されているところがあるということ。更には、何を回答すべきかと

いう電子商取引に関する定義や具体的なデータとの整合性というか、それが課題として認

識されるということを御指摘いただきました。ありがとうございます。 

 そのほか、皆様、御質問、御意見等はいかがでしょうか。 

 正に事務局におかれましては、回答していただいた国も含めて、未回答の国等について

は、文献で補足をしていただいて、できる限り世界の動向が分かるように調査をしていた

だいたことになりますが、その中で、まとめとして整理していただいた点ということにつ

いて、これまでの集約、それから今後のことも含めて、皆様から何か御助言があれば有り

難いです。中川臨時委員、お願いします。 

○中川臨時委員 中川です。調査ありがとうございました。 

 ２点ほど質問をさせていただこうと思うのですが、１点目は、いろいろな課題とかは分

かったのですけども、具体的にどんな変化があったとか、どんなふうに推移しているとか、

あとは各国ごとの比較とかといって、数値化されたりとか図式化されたりとかというのは

されているのでしょうか。あるいは、それは公開可能なものになるのでしょうか。恐らく、

経年というか、年が進むごとに、少しずつデジタル化にシフトしていくのだろうというこ

とが予想されるのですけども、それが可視化されていると分かりやすいかなというのと、
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それを国ごとに比較してみたいなという、興味を含めての質問です。 

 １点目は、それをお願いします。 

○清原部会長 今お調べいただいた各国の動向について、その変化や推移や比較について、

何らかの形で更に可視化して公開する可能性はどうかということで、孕石補佐、お願いし

ます。 

○孕石総務省統計委員会担当室室長補佐 すみません、そういうデータはちょっと今持ち

合わせていないのですけれども、ただ、各国で公開されているデータにつきましては、そ

のようなものを集めてくればそのような比較とか可視化とかということが可能になるかと

思います。 

○清原部会長 中川臨時委員、いかがでしょう。 

○中川臨時委員 分かりました。もう１点、質問させていただこうと思うのですが、今回

御報告いただいた内容というのは、電子商取引ということに絞ったものというふうに捉え

ました。扱っているものも、財やサービスというものは、必ずしもデジタルでなくてもよ

いという、従来の財やサービスの扱いをデータで行う、もしくはネット上で行うものを対

象にしているというふうに理解しましたが、例えば、従来のものではないデジタルならで

はのサービスとか、いろいろな新しい形態が出てきている気がするのですけども、その辺

というのは何か対象になっていたりするのでしょうか。 

○清原部会長 いかがでしょうか。デジタル化で生まれている新しいサービスとか財とか、

そのようなことに関しての調査における動向把握は見られたでしょうか。 

○孕石総務省統計委員会担当室室長補佐 対象を特に何か限定していることではございま

せんが、今御質問のあった御趣旨としては、例えばどのようなものを想定されていますか。

デジタルならではのサービスということをおっしゃっているのですか。 

○中川臨時委員 従来だったら、どんな例が分かりやすいですか。例えば音楽とかが分か

りやすいですか。例えば、物理的な媒体で売買をしていたもの、音楽なんかもＣＤとか昔

はレコードとか、物理的な媒体で売買が成立していたものがあると思うのですけど、今は

例えば、楽曲単位でダウンロードしていたりとか、あとサブスクリプションというのもあ

りますよね。曲の数はもう把握のしようがなくて、というか、事業者は把握しているので

すけど、お金の流れは１人月幾らという感じになってしまっていて、かなり変わった気が

するのです。単に電子商取引という扱いではなくなっているのかなという気もするので、

その辺も少し把握ができるといいかなということを考えていました。 

○清原部会長 そうですね、例示していただいた、例えば音楽配信サービスとか、媒体の

変化、映像も含めて、サブスクリプションサービスなどについて、何か回答の中に見られ

るものはありますか。 

○孕石総務省統計委員会担当室室長補佐 定義として、例えばファイルをネットからダウ

ンロードするようなものも、そういうサービスとして、電子商取引の一つとして考えられ

ています。 

○清原部会長 どうぞ、田村次長。 

○田村総務省統計委員会担当室次長 統計委員会担当室の田村でございます。 
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 新規にサービスが起こるというのは、この統計調査に限らず、どういう場合も起こり得

るところなのだろうと思います。今御説明した諸外国の状況で申し上げると、要は調査対

象の中に入っているかどうかというところが肝になってきまして、そうすると、関係して

くるのが、今の資料でいうと４ページ目のところの電子商取引の定義のところでございま

す。 

 御説明したとおり、多くの国でＯＥＣＤの定義が採用されて、多少それから広くなった

りするということがありますので、ＯＥＣＤの定義というのが基本にあるということでご

ざいます。それで見ていただくと、ここで大事なところというのは、いろいろ注文ですと

か、決済ですとか、あと商品をお届けする流通というか配送というか、そういう３段階が

あると思うのですけれど、ＯＥＣＤの答えはそのうちの一つ目のところ、注文のところだ

けがオンラインであればそれでよしとするというふうになっているというのが一つ。もう

一つは、対象産業でございまして、それが次の５ページ目のところでございまして、これ

もEurostatのモデル調査があって、それからまた少し出し入れはあるのですけど、基本は

モデル調査が対象になっていると。モデル調査の対象産業が下の方にございまして、いろ

いろあるのですけれど、このＪの情報通信業のところがありまして、この中に落ちてくれ

ば対象になりますし、そうでなければ入らないというのが、現時点でのお答えということ

になります。 

○清原部会長 中川臨時委員、いかがですか。 

○中川臨時委員 ありがとうございます。個人的な興味としては、デジタルならではのサ

ービスというのはたくさん出てきている気がしていて、それがどんなふうに把握されてい

るのかなということを少し聞いてみたかったという、そのような興味で質問させていただ

きました。御回答の趣旨は分かりましたので、もしも今後そういった新しいものが見られ

てくれば、また是非お教えいただけるとうれしいかなというふうに思います。 

○清原部会長 ありがとうございます。今回の海外調査を踏まえて、中川臨時委員に問題

提起していただいたことは、今後、デジタル部会として、電子商取引あるいは新しいデジ

タル経済の実態を把握するときに、重要な提言ではないかなと思いますので、今後の、私

たちデジタル部会として取りまとめていくときの課題の一つに、少し記載をさせていただ

ければよいと受け止めたところです。ありがとうございます。 

 ほかの皆様、よろしいでしょうか。今日の段階でお気付きでない点も、また後ほど、事

務局に御質問いただいても結構です。 

 それでは、現時点で、議題１について、私からまとめのコメントをさせていただきます。 

 今回は、各国の電子商取引に関する統計調査についてヒアリング結果を整理していただ

きました。事務局から過去の部会でも説明がありましたように、日本においては、電子商

取引に関する調査を行っていましたが、企業会計実務からのかい離による実態把握の難し

さがあること、また、未回答が多いということなどを理由に、調査項目としては縮減した

経緯があります。この点、今回のヒアリングによりまして、継続して電子商取引の統計調

査を実施している諸外国においても、多くの国で日本と同様の調査の難しさに直面してい

るという実情が明らかになりました。一方で、国によっては、自国のデータニーズの観点
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から必要となる結果精度を確保しつつ、調査が実施できているという声も聞かれました。 

 今後とも、日本におけるユーザーニーズも踏まえながら、そのような他国の好事例、あ

るいは国際的な議論の進展などについて、情報を収集し理解を深めたいと思います。その

意味では、本件に関する調査研究は継続して進めていく必要があると思います。事務局に

おかれましては、今回、ヒアリング調査のみならず広範な文献調査もしていただいていま

すので、是非この度の調査を契機に、電子商取引に関する国際的な動向についての継続的

な調査研究をお願いいたします。よろしくお願いします。 

 それでは、本日、二つ目の議事に移らせていただきます。議題２として、これまでの部

会での審議内容等の取りまとめについて、皆様と意見交換をしたいと思います。前回３月

の第５回部会において、私の方から、事務局と御相談の上で部会で審議内容の取りまとめ

案を作成したいと申し上げました。と申し上げますのは、私たちは、デジタル部会にかく

かくしかじかのことを御審議してほしいという諮問を頂いてはおりませんが、この時期に、

デジタル部会を設置していただきました意義は大変大きいと思っています。 

 そこで、今期の統計委員会の期間の中で、一つの部会としての審議内容の取りまとめを

して、次期に継続して検討していただく基礎になれば有り難いなと思って提案をさせてい

ただきました。 

 そこで、部会での議論内容を整理いたしました前回までの事務局作成資料に加えて、こ

れまで私たちが共有した講演や報告の内容を含めていただきました。さらに、審議内容の

全体を整理して、事務局独自に、デジタル部会として共有すべき内容についても遠慮なく

追加をしていただきました。これを基に、私たちとしては、今期のデジタル部会としての

審議内容等の取りまとめを報告していきたいと思っています。何より、私の感覚で申し訳

ないのですが、あまり長いものではなくていいのではないかと思います。本当にコンパク

トに凝縮された内容でまとめられればと。それでも、事務局素案はそれなりの長さになっ

ているわけでございますが、私としては、極力コンパクトに、もっと言えばコンパクトに

インパクトのあるものを取りまとめにしたいなと思っております。 

 それでは、そのような趣旨を踏まえて、事務局でデジタル部会の審議内容の整理と取り

まとめ素案を資料２として作っていただきましたので、その御説明を、まずお願いします。

田村次長からお願いいたします。 

○田村総務省統計委員会担当室次長 統計委員会担当室の田村でございます。私の方から、

資料２に沿って御説明させていただきます。 

 今お話があったとおり、清原部会長と相談させていただいて、事務局の方で審議の内容

の整理・取りまとめの案を作成させていただきました。審議内容の整理・取りまとめでご

ざいますので、第何回の部会でどのような発言があったといったことではなくて、内容に

即して分類も整理し直しています。 

 大枠で申し上げますと、第１章で本文書の背景及び目的のことを書かせていただいて、

第２章と第３章で、この部会の中で大きく議論させていただいた二つ、一つ目は統計の対

象としてのデジタル化、それでもう一つが統計調査のデジタル化、この二つについてまと

めさせていただいています。 
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 まず、第１章でございますが、背景と目的のところです。大きく分けて三つの段落があ

るのですけれども、まず、第一段落でございます。全文読みませんけれど、こちらは三つ

の文から構成されています。一つ目の文が、社会経済がこれだけデジタル化されてきてい

るということでございます。二つ目の文が、そういった状況を受けて、統計行政に限らず、

行政が広く急激な人口減少社会への対応としてデジタル技術を最大限に活用して公共サー

ビス等の維持強化、このようなものを図るということを書かせていただいています。三つ

目の文では、その中で、殊に公的統計の分野においては、現行の基本計画においてデジタ

ル経済の実態把握、このようなことについて各種施策を定めているということの現状を書

かせていただきました。 

 第２段落のところは、このデジタル部会の設置の経緯でございまして、あと議論の内容

として、先ほどお話しした二つを柱に審議を行って議論を深めてきたということを書かせ

ていただいています。 

 最後の第３段落が本文書の目的でございまして、今後の部会審議に供することを企図し

まして、今後の統計委員会、それから他の部会における審議を踏まえつつというふうに書

かせていただいています。デジタル部会単体ということではなく、これまでにも統計委員

会でいろいろ御指摘をいただいているほか、各部会における議論の内容もまとめる形で進

めるということで、ここに書かせていただいています。 

 第２章が、一つ目の議題の統計の対象としてのデジタル化のところでございます。この

部分については、柱書きのところを御覧いただきますと、統計的把握の対象及び方法論に

関する審議内容を整理しています。要は、何を把握するのかということと、どうやって把

握するのかという、この二つです。まず、１番の統計的把握の対象のところでございます。

要するに、何を把握するのかということについて何点かに分けて書かせていただきました。

一つは、デジタル経済の規模、それから産業構造、デジタルＳＵＴという形で、その枠組

みを使って把握していくということを書かせていただきました。資料ではそうは書いてい

ないですけど、第２回の部会でしたか、このようなお話が出たかというふうに思います。 

 ２ページ目に移っていただきまして、デジタルＳＵＴについては、国際的な議論を経て

ＯＥＣＤが2019年にガイドラインをまとめたということと、我が国では内閣府の方で2015

年、それから2018年を対象として、デジタルＳＵＴを試算しているということでございま

す。この推計の精度向上に向けた課題として、主に二つの的確な把握というところが挙げ

られているところでございまして、一つは電子商取引、もう一つがデジタル産業及び非デ

ジタル産業における個々の投入算出構造ということでございます。二つ目のポツはそのと

おりだろうなと思うのですけれど、一つ目のポツの電子商取引のところの把握というのが

ございまして、これが、（２）の方に話が引き継がれるということになります。（２）のと

ころで、電子商取引のところで全体で「（ｐ）」というふうに書かせていただきました。資

料を作成した時点では、先ほど御説明した資料１のところ、ここが議論の途中だったとい

うこともあって、全体的に「（ｐ）」というふうにさせていただいています。現在、文字と

して置かせていただいているのは、過去の我が国の経緯のところ、「経済センサス-活動調

査」等で電子商取引に関する調査を行っていたのですけれども、先ほど會田委員の方から
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もお話が出たかと思うのですが、企業会計実務とのかい離に基づく実態把握の難しさです

とか、このようなものがあって調査項目を縮減した経緯があるということでございます。 

 ということで、電子商取引の把握については、ここに掲げている三つの課題というのが

あろうかと思います。先ほどの資料１でも出てきましたけれども、調査対象となる商流、

BtoCなのかBtoBなのか、そういったことですとか、調査対象産業がどこにあるのかという

ようなことですとか、あと電子商取引の定義です。それから、関連する調査項目と書かせ

ていただきました。電子商取引の取引の金額を調査するのか、それとも全体の取引金額に

占める電子商取引の割合を調査するのかですとか、このようなところが論点としてあろう

かというふうに思います。 

 （３）ですけれども、ＤＸです。これは、前回の部会で萩野教授の方から御説明があっ

た内容かなというふうに思います。大枠で申し上げると、情報通信技術の利活用について、

使っていますか、はい、いいえということについては、現在でも調査はできているという

ことなのですけれども、それをどうやって定量的に把握するのかというようなところが大

事であって、それについては課題が多いというようなお話がありました。 

 具体的には、そこに四つ掲げてございますけれども、デジタル技術利活用の深化・高度

化ですとか、あと人的リソースの状況、それから三つ目のポツが、先ほどのはい、いいえ

との対比でいうと難しいところなのだろうと思うのですけれども、効果の金額的評価とい

うところです。あとは、財・サービスの品質改善の部分ですとか、このようなところの把

握が課題としてあるだろうというところでございます。 

 あとは、こうした課題に対応する諸外国の事例として、イギリスのＯＮＳが実施してい

る「デジタル経済調査」が挙げられていたというところでございます。ただ、この調査は

現在中断されているということも追記させていただきました。 

 ３ページ目です。（４）が、その他市場・産業の構造変化等というふうに書かせていただ

きました。今までの三つのところに分類できなかった部分についてなのですけれども、そ

のようなところについても、これまでの部会で御議論いただきました。過去に中川臨時委

員からもお話をいただいたかと思いますし、先ほどの電子商取引の議論の中でもおっしゃ

ったようなお話というのが、このようなところに出てくるのかなというふうに考えてござ

います。あとは、大久保先生に御講演いただいた内容ですとか、そういったものについて

適切な統計的把握に向けて検討の余地があるだろうということで議論を整理させていただ

きました。 

 以上が、何を把握するのかという部分でございます。 

 続いて、２番では、統計的把握の方法論として、どうやって把握するのかということに

ついて議論を整理させていただきました。（１）で、まず、このようなものを把握する既存

の公的統計にはどのようなものがあるのかということをここに整理させていただいていま

す。その次の第２段落のところでは、統計自体ではないのですけれど、統計の基盤といい

ますか基準といいますか、職業分類の状況について書かせていただいているところでござ

います。あとは、生産物分類です。このようなところでも、デジタル生産物の分類が策定

されたというようなことを書かせていただきました。第３段落のこのほかの部分について
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は、この審議の中で出てきた内容ではないのですけれども、先の３月の国連統計委員会に

おいて、国民経済計算の新たな国際基準である2025ＳＮＡが採択されたということもござ

いまして、この中で、デジタル化への対応が主要な課題の一つとなっているというような

ことについても書かせていただいています。この2025ＳＮＡへの対応については、もちろ

ん内閣府の方で検討が進められているというところでございまして、冒頭で申し上げまし

たけれど、他の部会の内容についても包括的に書くということで、そのような内容につい

ては、国民経済計算体系的整備部会において審議されているというふうに書かせていただ

いてございます。 

 これが既存の公的統計に関する部分なのですけれども、（２）のところでは、具体的な把

握方法についての考察と書かせていただいています。これから先、どのように把握してい

くのか、既存の公的統計以外の方法でどういうふうに把握していくのかというところにな

ると、少し難しい側面があるので、なかなか難しいのですけれども、２行目に書いていま

すとおり、実行可能性を踏まえつつ、以下の後ろの方に書いているような方法について検

討することも有益ではないかというふうに書かせていただいています。 

 ４ページ目を御覧ください。まず、アの部分ですけれども、真っ先に思い付く部分かと

思いますが、既存の公的統計・データの利活用ということでございます。これに関して出

てきた議論を整理しますと、一つ目が、これは小西臨時委員からだったと記憶しています

けれども、事業所や企業を対象とした大規模調査の実施が難しければ、個人ですとか世帯

を対象とした需要側の公的統計からアプローチするという手があるのではないかというよ

うなお話を頂いています。あとは、附帯的な一般統計調査の実施ということでございまし

て、これは、萩野教授の御講演の中で出てきたかなと思うのですけれども、関連する基幹

統計調査に附帯させる別途の一般統計調査として実施するという方法はどうかというよう

なことを書かせていただいています。 

 イのところが、公的統計の活用ではなくて、代替指標となるデータの利活用というふう

に書かせていただきました。議論の内容として出てきたのが、そこに掲げられているよう

な三つのポツであったかなというふうに思います。電力使用量ですとか、企業の研究開発

投資規模や採用人数、これは、先ほどの人的リソースに関連する部分だと思います。あと

はＤＸに関連する研究論文の件数ですとか、このような直接的なものではなくても代替指

標となるようなデータの利活用ということを考えられないかというようなお話がありまし

た。 

 ウは、これも大久保先生だったと記憶しているのですけれど、要は既存の公的統計の新

規作成や見直しですとか、そのようなことだけではなくて、産官学の枠を超えて、民間で

すとか学術界のデータを幅広く収集して、ある種のダッシュボードを作るということも一

案ではないかというような御議論が出たところでございます。このような形で、何をどの

ように把握するかというところについて出てきた議論を整理させていただきました。 

 第３章は、統計調査のデジタル化の部分でございます。この章では、基本計画に即して

これまで各府省が取り組んできた内容と、それから今後の中長期的な展望というようなお

話が出たかと思いますので、その辺りの審議内容を整理させていただきました。 
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 まず、１番のところですけれども、これまでの各府省における取組としましては、先ほ

ど少し触れました第Ⅳ期基本計画に基づき、統計調査のデジタル化が推進されてきたとい

うような評価を書かせていただいています。その次の部分ですけど、これは細川専門委員

からお話があったのだと記憶していますが、特に統計作成プロセスの一部ではなく、プロ

セスの全体にわたるデジタル基盤が構築されているということでございます。その次は、

清原部会長から再三お話が出ている部分かと思います。今後も引き続き推進されるよう、

統計委員会としても必要な協力又は支援をしていく姿勢が必要であると考えられるという

ことでございまして、部会長は「後押し」という言葉を使っておられたかと思うのですけ

れども、その姿勢をここに書かせていただいています。ちなみに、この文書としては、デ

ジタル部会の審議の内容の整理でございまして、一応クレジットもデジタル部会とさせて

いただいているのですけれども、ここの内容としては、「統計委員会としても」と書かせて

いただいています。建付け上、そのような記載で大丈夫なのかというようなお話はあろう

かと思うのですけれど、一応このデジタル部会についても、いつもと同じように統計委員

会の方に部会報告がございますので、その際に一旦統計委員会の委員の皆様方にお諮りす

るという機会はあろうかと思いますので、そこで御意見を伺うという形で対応するという

ことではないかと考えてございます。 

 これが姿勢の部分でございまして、部会で具体的に説明された内容につきましては、５

ページ目以降を御覧ください。 

 これが、先ほどから出ている統計作成プロセス全体の基盤が整備されたという部分でご

ざいまして、まず、（１）が報告者の負担軽減のところでございます。政府共通オンライン

回答システムを用いたオンライン回答の利便性を向上させるというようなことが、これま

で進められてきているということでございます。スマートフォン対応の強化等も進められ

ているということでございまして、第２段落に書かれていますとおり、この基本計画で進

めようとしているオンライン回答率の向上については、企業系調査、世帯系調査のいずれ

も、全体としておおむね上昇傾向となっているということでございます。 

 （２）が統計ユーザーの利便性向上でございます。e-Statの部分について、まだ検討段

階ではあるのですけれども、検索機能について、ＡＩを活用した精度の向上に向けた検討

が行われているということでございます。あとは、jSTAT MAPについても利便性向上に向け

た取組が進められているということになります。 

 第２段落のところですけれども、こちらについても総務省の方から発表があった部分で

ございまして、調査票情報の二次的利用ですが、利用申出窓口をmiripoの方に共通化して、

申出内容の審査、それから提供、このような一連の業務がデジタル化されているというこ

とでございます。厳密に申し上げると、発表があった時点では、それに向けた検討を進め

ているということだったのですけれども、この３月末に運用が開始されましたので、この

ような形で書かせていただいています。 

 （３）が統計人材の育成ということで、人材育成、要するに統計研修についても、オン

ラインを使った研修が導入されているということでございまして、その結果として、研修

の修了者数が大幅に増加したということを書かせていただきました。 
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 （４）ですけれども、ビッグデータ利活用の推進ということでございまして、この辺は、

ＰＯＳデータやウェブスクレイピングを使われているほか、２行目のところにありますけ

れども、人流データ、それから交通データ、人工衛星のデータなどが、主に調査事項の代

替・補完、それから加工統計の作成などに活用されていると書かせていただいています。

ビッグデータ、オルタナティブデータを使うことによって、この統計調査はもう必要でな

くなるとかそういったことではなくて、現状としては、調査事項の補完ですとか加工統計

の作成だとか、このようなところに使われているという状況を、ある意味、正確に書かせ

ていただいたということでございます。 

 それはなぜかといいますと、次の６ページ目のところを御覧いただきたいのですが、６

ページ目の一番上の段落で、諸外国との対比で見たときに、日本の状況がどういう状況な

のかということをはっきりさせる必要があるためです。諸外国の利活用状況ですと、ＣＰ

ＩへのＰＯＳデータの活用など、一部統計での調査事項の補完・代替が進められていると

いうことでございまして、一方で、既存の月次統計について試験的に週次データを公表す

るといった、試行段階にとどまる取組も見られるということでございます。これを見てい

ただくと、ＣＰＩへのＰＯＳデータの活用というのは我が国でも行われている内容でござ

いまして、そういう意味でいうと、日本だけがちょっと遅れていて、諸外国の方が先進的

なのだというような現状では必ずしもないのだというところを、文面としてはそう書いて

いないのですけれども、ファクトで比較させることによって少し明確にしておきたいとい

うことでございます。 

 さらに、その次の段落も、審議の中で出てきた内容ではないのですが、これも先ほどお

話しした今年の３月の国連統計委員会においてどういった議論がなされていたのかという

ことについて書かせていただいています。当然ながら、デジタル技術の活用が多くの議題

の中で取り上げられていたということなのですけれども、内容としましては、各国から出

てきている意見というのも、ガイドラインの作成ですとか事例共有、それから能力構築活

動、要するに人材育成のことですね、このようなことについて国連ですとか国際機関によ

る支援が求められているというような状況にあるという意味でございまして、言葉を選ば

ずに言えば、日本がびっくりするような、考えられなかった先進的な取組が諸外国で行わ

れているかというと、そういう状況ではまだないということでございます。 

 その次のところですけど、特にＡＩについては、諸外国としても統計作成への活用が期

待されている一方で、法的な課題、それから倫理的な課題、あとはデータ品質に関する懸

念が示されているということでございまして、引き続き国連統計委員会で議論が必要とい

うふうにされているということでございます。そのような意味で言いますと、繰り返しに

なるのですが、我が国だけが殊更遅れているわけでもないし、殊更進んでいるわけでもな

いと。諸外国と、ある意味、歩調を合わせて進めていけているというようなところかと思

いますので、最後のところにありますとおり、現状そうであったとしても、また技術がど

ういうふうになるかというのは、日進月歩で発展していくと考えられるので、引き続き諸

外国の状況なども踏まえつつ、適切な活用の在り方を考えていくことが重要ではないかと

いう形で整理させていただいています。 
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 ２番目が、中長期的な展望というふうに書かせていただきました。これも、細川専門委

員からのお話だったかなというふうに思います。１年でどうこうという話ではないのだが、

５年から10年程度かけて考えていく必要があるのではないかというようなお話がありまし

たので、その辺を、実行可能性を踏まえつつ、今からお話しするような課題を検討してい

く必要があるのではないかという形で整理させていただいています。 

 まず、（１）がオンライン調査による公的統計の品質向上というふうに書かせていただき

ました。要は、オンライン回答率が高ければそれでいいのかということを書かせていただ

いていまして、オンライン調査の導入の結果として、調査結果の精度が良くなるですとか、

業務の効率化が進むですとか、そういった公的統計の品質向上に対してオンライン調査が

どの程度寄与しているのかということを考えることが大事ではないかということを書かせ

ていただいています。第２段落の「また」のところなのですけれども、これは先ほどの産

官学の枠を超えて把握することを考えていく必要があるというようなお話と若干関連する

のですけれども、民間事業者に対して登録モニターに対するインターネット調査を行うこ

とを業務委託するような場合、受託した民間事業者がオンライン調査で適切な標本設計を

できるかといった判断が大切になってくるだろうというようなことも、これも大久保先生

の御講演のときでしたか、議論が出たかと思いますので、それをここに整理させていただ

いています。 

 （２）が多様な情報源の活用による統計の整備というふうに書かせていただきました。

この辺については、先ほど少しお話しさせていただいたことと若干関連もするのですけれ

ども、それだけではなくて、既存の統計情報とビッグデータ等の外部の情報など複数のデ

ータの組合せといったものが考えられるのではないかというのが、第１段落のところにご

ざいます。あと、第２段落のところについては、データの実際の利活用状況、あるいは優

良事例、それから把握されているニーズについて、デジタル技術により公表することが統

計の整備に資するのではないかというようなことを書かせていただいています。議論の中

では、教育機関でのデータの活用が広がっているということがございますので、ニーズの

高い領域に重点を置いて整備を進めるということも考えられるのではないかというふうに

書かせていただいています。 

 ７ページ目でございますが、（３）のところでデジタル化に必要な基盤の整備というふう

に書かせていただいています。基盤の整備というのは、先ほどお話ししたとおり、プロセ

ス全体にわたって基盤がある程度整備されたというような評価であったというふうに考え

てございますが、それだけではなくて、システムの構築というよりは、クラウドコンピュ

ーティングや生成ＡＩといった機能の活用を検討してはどうかというようなことも書かせ

ていただいています。あとは、情報システムの基盤という意味ではなく、どちらかという

と法的基盤ということになるのかもしれないのですが、データの取扱いに関しては、利用

目的の公私の峻別ですとか、個人情報保護への配慮について検討することも重要なのでは

ないかというふうに書かせていただいています。 

 （４）がデジタル人材の育成でございまして、先ほど１の（３）のところで、統計研修

において、統計人材の育成というのが進められているという状況でございますが、これに
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加えて、デジタル人材の育成も進めていく必要があるのではないかというふうに書かせて

いただいているところでございます。 

後ろの方に、現在の基本計画の関連部分について御参考までに掲載させていただいてお

ります。このような形で審議内容の整理・取りまとめの素案を作成させていただきました。

若干、皆様から頂いた御意見の内容にこちらの方で多少修飾語を足したりしているものも

ございますし、少し御趣旨と違っていたりするような部分もございましたら御指摘いただ

ければと思います。 

 私からは一旦以上です。 

○清原部会長 御説明ありがとうございます。ただ今御説明いただきましたように、資料

２にデジタル部会の審議内容の整理・取りまとめ（素案）ということで、第１章、本文書

の背景及び目的、第２章、統計の対象としてのデジタル化、第３章、統計調査のデジタル

化ということでまとめていただきました。委員の皆様の御意見を可能な限り反映して、文

脈を作っていただいております。ただ今の御説明について、御意見あるいは加筆の御提案

とか修正の御提案とかありましたら、どなたからでもお願いします。小西臨時委員、竹村

専門委員、南専門委員、安井専門委員におかれましては、挙手ボタンを押していただくと

有り難いです。よろしくお願いします。どの箇所からでも結構です。特に区切りませんの

で、第１章、第２章、第３章でお気付きの点がありましたら、どの箇所でも結構ですので、

御質問、御意見、特に更なる加筆の提案とか修正の提案とか頂ければ有り難いです。よろ

しくお願いします。南専門委員、お願いします。 

○南専門委員 御説明どうもありがとうございます。 

 資料の２ページのデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の把握は、非常に重要な

部分で、かつ把握するのはかなり難しい領域かなと思いまして、まず、コメントとして、

１番目の議題にあった電子商取引の把握のところで海外調査が非常に参考になることかと

思いますが、こういうＤＸの把握というのも、各国の統計機関で共通の課題かと思います

ので、清原部会長からの最後のまとめにありましたように、継続的な連携を行い、その中

でＤＸの課題を、ほかの国がＤＸをどういうふうに把握されようとしているのかというの

を調査されるというのも非常にいいのではないかと思いました。 

 あとは、ＤＸというときに、最近だとやはりＡＩ技術の活用がとても企業にインパクト

を与えていると思いますので、そこのところの把握というのは、今から10年ぐらいで、多

分もう、がらっと世の中が変わるようなことが起きるかと思いますので、そこのところの

調査というものを含められるといいのではないかと思いました。 

 以上となります。 

○清原部会長 ありがとうございます。ＤＸについても、海外の調査の動向を把握する必

要性があり、とりわけＡＩについては、今後、急速に影響があると考えられるので、是非

その把握もということです。私は恐らくＡＩについては、社会経済全体に加えて、先ほど

一部触れていました統計のデジタル化にも、ＡＩの登場の影響が当然あると思いますので、

両方に関係することとして考察する必要があり得ると思います。 

 ありがとうございました。それでは、まず安井専門委員、続いて竹村専門委員、御発言
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をお願いします。それでは、安井専門委員、お願いします。 

○安井専門委員 すみません。竹村専門委員の方が先に手を挙げられたので。 

○清原部会長 ごめんなさい。私の表示では、竹村専門委員が後だったので、すみません。

それでは、竹村専門委員、御発言をお願いします。 

○竹村専門委員 もろもろの調査と整理の方、ありがとうございます。先ほどのお話に少

し続いて、ＡＩのことについての、１点コメントではあるのですけれども、ＤＸというと

ころの経済金額的効果の評価というのは、測るのはかなり難しいのかなというふうには思

うのですけれども、一方で、今アメリカですと雇用の問題というのが非常に大きく取り沙

汰されておりまして、（ＤＸが）今後の社会の雇用に与える劇的な影響というところを考え

ますと、ＤＸにおいては、効率化という意味での価値を生むという側面と、加えまして、

実際の雇用に対する影響、例えば米国ですと新卒採用が劇的に減るのではないかとか、そ

ういった話題がございまして、もしかしたら調査、アンケートベースというところからの

始まりなのかもしれないのですが、ＡＩによる社会の雇用状況の急激な変化というところ

も見据えた内容というのを考えるべきではないかなと思いまして、一つ御提案です。 

○清原部会長 竹村専門委員、ありがとうございます。実は、ちょっと先取りして申し上

げます。今回御説明いただきました第１章、第２章、第３章の後に、私は第４章として、

今後、デジタル部会として検討すべき課題とか進め方についても記載をしたほうがいいの

ではないかなと思っていまして、今、南専門委員も、そして竹村専門委員もＡＩについて

触れていただきましたように、昨年デジタル部会が発足してから、この間、急速にＡＩが、

正に身近な存在となり、企業や自治体でも、もちろん国でも導入がなされているわけです

から、今御説明くださいましたように、特にデジタルトランスフォーメーションの面だけ

ではなくて、雇用と社会構造全体に与えるデジタル化の影響についても、私たちデジタル

部会としては課題としていくべきではないかというような問題意識をきちんと明記する必

要があるなと思っておりました。 

 すみません、私も触発されて少し発言してしまいましたが、是非単独でＡＩについては

触れておいたほうがいいのではないかなということで、今のお二人の御発言を踏まえて、

私の方から提案をさせていただきました。ありがとうございます。 

○竹村専門委員 ありがとうございます。 

○清原部会長 それでは、安井専門委員、お願いします。 

○安井専門委員 安井です。お取りまとめ、ありがとうございます。 

 ２点質問がございまして、今、見えております２ページ目の（３）ＤＸの四つの具体例

がありまして、最後に財・サービスの品質改善とありますが、上の三つは割と具体的な事

柄になっているのに対して、上の三つよりも抽象的な話かなということを少し感じており

ます。ここは、生産性とかも含めた品質という、そのようなお話でしたでしょうかという

のが質問になりまして、品質でよく言われる顧客満足度の向上とかそういう意味合いでお

使いになっているのかどうかということをお聞きしたいなと思います。 

 それからあともう１点、４ページ目の「イ 代替指標となるデータの利活用」のところ

で、ＤＸに関連する研究論文の件数とありますが、ここでいう研究論文というのは、学会
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誌等で発表されたものを示しているのかどうかということを教えていただきたいなと思っ

ています。恐らく、企業の活動におけるデジタル利用の活発さをこれで測ろうという意図

だと思いますけれども、そうであった場合に、企業が出しているテクニカルレポートも、

参照して、研究論文に含めるべきではないかなと思った次第です。 

 よろしくお願いします。 

○清原部会長 ありがとうございます。二つの御質問を頂きました。まず１点目は、２ペ

ージのＤＸのところの財・サービスの品質改善という項目について、生産性だとか、その

他のことを含むか、もう少し詳細でないと、ちょっと抽象度が高いのではないかという御

質問です。それから、４ページの研究論文の件数については、学会論文等だけではなくて

企業のテクニカルレポートなども含める有用性についての御質問です。いかがでしょうか。

田村次長、お願いします。 

○田村総務省統計委員会担当室次長 統計委員会担当室の田村でございます。 

 １点目でございますけれども、２ページ目の（３）ＤＸの財・サービスの品質改善とい

うところについては、生産性というか、そういったところの意味合いを含意していたとい

うよりは、ＤＸの導入によって、現在提供されている財、それからサービス、このような

ものが何らかの形で品質が良くなるというような部分、今までには出ていなかったサービ

スが出せるようになるですとか、そのような意味合いのつもりで書いておりました。ここ

で生産性というところを含意していたつもりではなかったということでございます。もち

ろん、実際にどう直すかというところはありますし、少し抽象度が高いというところにつ

いては表現の修正が必要かなとは思うのですが、書いていた意図としては、そういうこと

でございます。 

 ２点目の御質問ですけれども、４ページ目の研究論文のところについて、これも学会誌

を考えていたところでございます。要は、統計調査で把握するのとは別に、代替指標とし

てＤＸがどれぐらい進展していたかということを測ることが目的ですので、ワーキングペ

ーパーのようなものですとか、そういったものを含めて取るような定義にした方がＤＸの

進展が測れるのかどうか、それはどちらの方が代替指標として適しているかという問題に

なろうかというふうに考えてございます。 

○清原部会長 安井専門委員、いかがでしょうか。コメントがありましたら、どうぞ。 

○安井専門委員 ありがとうございます。品質のところですけども、最後に御説明いただ

いたように、ＤＸによる新しい財・サービスの創出とか、機能、性能の向上とか、そうい

う形でもいいのかなという印象を持ちました。品質管理をやっているので、そういったと

ころに目が行ってしまうと思うのですけれども、品質の一般的によくされている定義とし

ては、顧客のニーズに対する一致の程度ということで、簡単には顧客満足度ということに

なってきますので、ただ例えば顧客満足度というと（意図されているものから）少し離れ

るのかなと思いましたので、御説明いただいた内容の部分を少し反映していただけるとい

いのかなと思いました。ありがとうございます。 

○清原部会長 ありがとうございます。それでは次に、中川臨時委員。 

○中川臨時委員 では、今の補足のところで、少し私がコメントさせていただいてもよろ
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しいですか。２点目の件なのですけれども、代替指標となるデータの利活用のところで、

多分前回か前々回か、私がコメントしたところだと思うのですけど、いろいろな参照でき

る情報があるので、そんなものをたくさん参照するといかがでしょうかという、すごくざ

くっとしたコメントだったのです。学会誌に載ったものかどうかということに限らず、も

っといろいろなものが実は参照できて、例えば特許の出願件数とか、あらゆるものが多分

参照できると思います。我々がビジネスの世界でよくやるのは、どのくらい特許が出願さ

れているかとかいうのを、国ごとに比較したりするのです。分野ごとに比較して、今、Ａ

Ｉはとてもたくさん出願されているよねというので、業界動向を見たりとか、そういうこ

とも実はやっています。 

 そういう意味で、もっともっと広く捉えていいのではないかと思うし、項目ももっとた

くさん増やせるはずなので、そういうふうに捉えていただくといいかなと思います。 

○清原部会長 ありがとうございます。代替指標となるデータの利活用のところで、今、

安井専門委員の御質問に関連して、中川臨時委員からは、もっともっと、例えば特許の出

願件数とかそういうことも含めて、代替指標となるものについては列挙できるのではない

かという御提案を頂きました。 

 ほかに、中川臨時委員に御発言をしていただいた次に、小西臨時委員、お願いします。

では、中川臨時委員から、まずどうぞ。 

○中川臨時委員 ありがとうございます。ＡＩ関連なので、実は重なっているところもあ

るので、重なっていないところ、ポイントだけ絞っていこうと思います。 

 ＡＩに関しては、私も是非深くやるべきだろうと思っていて、今後の議論の議題に上が

るといいかなと思っています。特に私が注目するのは産業への影響で、既存の産業に対し

てＡＩはどんな影響を与えるかという視点が一つ。それは、生産性向上とか、さっきの正

に人材の話とか、雇用の状況は大分大きく変わるはずなので、そこへの影響とかというの

も含めて、既存産業にどう影響するかという話が一つ。 

 もう１個は、新しい産業が絶対出てくるので、そういった新しい産業がどんなふうに変

わってくるかというところを少し議論しておくといいかなという気がします。恐らく新し

い産業が来ることによって古い産業がかなり影響を受けるはずなので、そこも含めてどん

なふうに構造が変わっていくかというのは、多分そんなに時間はないと思います。結構急

激に来ると思うので、その辺の議論は、是非やっておくべきかなと思います。 

○清原部会長 ありがとうございます。先ほどの安井専門委員、そして竹村専門委員がＡ

Ｉというキーワードを出していただきまして、中川臨時委員からも、是非、やるべきだと。

一つには、既存産業への影響、これには雇用を含んで。二つには新産業が現れてくるであ

ろうから、その把握ということです。これについては、先ほど私が提案させていただきま

したように、経済のデジタル化、そして統計のデジタル化、両方に関係すると思いますの

で、私たちが今後、デジタルの視点から検討すべき課題の中に、ＡＩをしっかり位置付け

たいと思います。 

 それでは、お待たせしました。小西臨時委員、お願いします。 

○小西臨時委員 ありがとうございます。清原部会長のお言葉に甘えて五月雨式に、でも、
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なるべくまとめて発言できるように頑張ります。 

 まず第一に、清原部会長が最初におっしゃった「短ければ短いほどよい」という点に賛

同します。今回のようにしっかりとした詳細な資料はもちろん必要ですが、それと並行し

て、構造が分かりやすく、要点が一目で把握できるような“ワンポイント版”の資料があ

ると、一般の方々に向けた情報公開という観点でも非常に有効だと感じました。 

 次に、５ページの（２）に関連して申し上げます。少なくとも英語で公表できるものは、

積極的に英語化を進めるのがよいと思います。外国の研究者に使っていただくというのも

そうですけど、日本人のリサーチャーが英語で発信することも、国際的に日本の統計、日

本の状況を知っていただくことに有用だと思います。以前、私は地図が英語で出力できた

ら嬉しいと言いましたが、もう既にe-Statでも英語で取り組んでいるところとかあると思

うので、多言語化の取り組みや予定、課題などもあるといいと思います。 

 三点目は、６ページについてです。田村次長が熱を込めてご説明されていましたが、そ

の中で「日本は特段進んでいるわけでも遅れているわけでもない」というご発言が印象に

残りました。私自身、６年前に経済産業省の海外視察でイギリス・オランダ・シンガポー

ルを訪れたことがありますが、その当時と今とで印象があまり変わっていないことに驚き

ました。つまり、日本にも進んでいる部分と遅れている部分があるのと同様に、他国も似

たような状況であるということです。この点は、今回の資料の中にもぜひ反映させていた

だきたいです。特に、部会として実施した海外調査の内容を、関連する箇所に盛り込むこ

とで、部会の取り組みをしっかり記録に残すことにもつながると思います。 

４点目が、中長期的展望の位置づけについてです。６ページの中にも中長期的な展望が

含まれているのですが、私はこの資料を読んだとき、それが個別のテーマに関する展望と

いうよりも、「全体の中長期的展望」として自然に読んでしまいました。それくらい、各章

に共通する視点が多いと感じたのです。ですので、今後の課題としてまとめる部分とは別

に、全体を俯瞰する形で「中長期的展望」をまとめて示すと、読者にとってより理解しや

すくなるのではないかと思います。  

あとは、それも含めて今後の課題的なところと関連することです。４ページに戻ってい

ただいていいですか。公的統計調査のデジタル化とか、デジタルに関する統計調査のとこ

ろというのは、総務省の方が一番よく知っていて、それをきっちり取りまとめていただい

ているということが、それだけですごく財産だと思います。部会として横串を刺して、何

か新しいことを言えるかということがこの２章のところで、２章で言えそうにないことは

今後の課題で、２章で既にファクトとしてやっていることについてははっきり言うけど、

そうではないところを、すぐ来そうだから先取りして提言しておきますというのが、今か

ら加えられる今後の課題に入るかなと思います。 

 例えば、４ページ（２）に書かれているようなペンディング事項は、そうした課題とし

て位置づけられるのではないでしょうか。 

○清原部会長 ２ページですか。 

○小西臨時委員 ４ページです。この４ページは以前私が、萩野教授の御講演の際に、代

替指標となるデータの利活用のときに述べました。電力使用量の活用について、結構いい
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アイデアだと思っていまして、電力使用量のデータは客観的な指標ですし、計測もされて

います。かつ、ＤＸや生成ＡＩには電力が欠かせません。もちろんＤＸや生成ＡＩの利用

人数や件数も大事ですが、調査して結果がわかるまでラグが生じてしまいます。一方で、

電力使用量の情報は即時性も速報性も期待できます。こういう風に、一見そのものを調査

したものではない調査項目を使って、ＤＸや生成ＡＩの利活用状況がわかると良いと思い

ます。 

 その点で、中川臨時委員のご発言が良い視点だと思っています。ＤＸや生成ＡＩが既存

の産業にどんな影響を与えるかと、今後どんな産業が出てくるかという視点はすごく大事

だと思います。そこから、結局社会にどんな影響があるのかということを主軸に、この資

料の前半部分も今後の課題をまとめると、新しい資料になるのではないかなと思います。 

 ６ページの一番下の（２）については、殊更教育である必要も、ニーズが高いところか

ら、という視点も特に持つ必要もないかなと思っています。この部会では、視野を広く、

社会への影響という視点でまとめると良いのではと思います。 

少し話が広がるかもしれませんが、人手不足をＤＸやデジタル化で補うという議論に加

えて、デジタル技術によって新たな価値が生まれ、ウェルビーイングの向上につながると

いう話も、他省庁の会議などで出てきています。そうした視点を踏まえると、「デジタル部

会」の意義が、「社会全体を俯瞰してデジタル化について議論する場」となるのではないで

しょうか。今後の課題などで、これらのことも少し述べられるといいかなと思いました。 

○清原部会長 ありがとうございます。今の小西臨時委員の発言をちょっと整理させてい

ただいて、私なりに、今回の取りまとめの構成について御提案をさせていただければと思

います。 

 一つには、短ければ短いほうがいいというよりも、ポイントが分かるということで言え

ば、私は、資料２のこの文章はそれなりに充実して、一定の長さであればいいと思うので

すけれども、事務局には御面倒をお掛けしますけれども、Ａ４、１枚の横でいいのですけ

ど、パワーポイント１枚に何かエッセンスがまとまるような概要版というのを付けて発信

するというのは絶対有意義だなと私も思います。 

 ２点目に御提案があった、英語、多言語での発信ということについては、正にここにも

う既に記述されていますけれども、総合的に重要な視点だと思います。ですから、私は、

この記述は尊重しつつ、今後の課題とか第４章に入れるものとして、私たちのデジタル部

会の取組というのは、社会の変化を対象として捉えるときに、国際比較や国際調査を含め

て、国際的な視点で取り組んでいくことが必要です。そして、統計のデジタル化について

は、私たちが進めている統計については、もちろん、今後、ＡＩを使えば簡単に多言語発

信ができると思うので、国際的に統計データを発信していくというようなことにおけるデ

ジタル化の方向性も書いてあるとよいと私も思いました。 

 ＡＩについて記述することに加えて、構成について御提案いただいたように、今回第２

章には中長期的な展望がないのですけれども、例えば事務局の方に御提案なのですけれど

も、この統計の対象としてのデジタル化の第２章というものの構造は、２が統計的把握の

方法論となっているのですが、（２）の具体的な把握方法についての考察というのは、考察
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であって、今後中長期的に取り組んでいったらどうかと思われる項目が並んでいると思う

のです。ですから、今、小西臨時委員に提案していただいたように、具体的な方法につい

ての考察のところは、中長期的な展望というか、取組として、把握方法については、こう

いうことが検討事項として考えられるとしていただくといいのかなと思います。もう一つ

は、これは、ほかの委員の皆様も含意されていて明確にはおっしゃらなかったのですけど、

どの方も、例えばＡＩ一つをとってみても、それは経済へ影響を与えるだけではなくて雇

用に影響を与えるとか、もちろん教育にも影響を与えるとか、産業というのであれば労働

に影響を与えるとか、もっと言えば、部会で言えば人口・社会統計部会が担当している生

活とか消費とか、そういうことにも影響を与えることになると思うのです。 

 したがって、今回は、基本計画にのっとって、デジタル経済をまず検討の契機として、

日本の取組、そして国際的な取組を、電子商取引を含めて調査したのですけれど、経済の

ところにとどまらないデジタル化の影響は私たちの日常生活全般に向けられていくわけで

す。そこで、視野としては、今回は焦点を電子商取引等に当てましたけれども、今後の課

題としては、統計委員会の各部会との連携、各府省庁との連携によって、デジタル化によ

る社会、経済、生活、教育とか雇用を含む全体の対象について検討していく必要があるの

ではないかというのが、第４章の課題に含まれたらいいなと思っています。せっかく整理

していただいた具体的な把握方法についての考察を第２章の中長期的な展望にしていただ

いて、そうすると、第３章の中長期的な展望はこのまま生きると思うのです。第４章とし

て、今申し上げましたようなＡＩのことであるとか、各部会、各府省庁との連携によりデ

ジタルを視点とした統計調査の対象をどのように把握していったらいいのかということを

検討していったらいいのではないかというようなことにしたらどうかなと思いました。 

関連して、少し私から情報提供させていただきたいことがあります。それは６月11日に統

計委員会で議決されて、総務大臣宛てに委員長から、「令和８年度における統計リソースの

重点的な配分に関する建議」が提出されたのです。それは、令和８年度の統計リソースに

おいて重点的に配分すべき分野として提案されたのですが、デジタル部会の取りまとめに

おいても、すごく有意義な項目が５項目あるのです。一つは、「社会経済の変化に的確に対

応する公的統計の整備」、二つ目は、「統計の国際比較可能性の向上」なのです。３点目が

「統計データの利活用の促進」、４点目が「品質の高い統計作成のための基盤整備」、５点

目に、明確に「デジタル技術や多様な情報源の活用等による正確かつ効率的な統計作成」

とあるのです。デジタル技術の活用は、私たちの取りまとめでは第３章に関わるわけです

が、その前の「社会経済の変化に的確に対応する公的統計の整備」や、「統計の国際比較可

能性の向上」については、デジタル部会で今皆様が取りまとめていただいた二つの項目の

一つ目と、今後の課題に大いに関係するキーワードだと思うのです。三つ目の「統計デー

タの利活用の促進」、四つ目の「品質の高い統計作成のための基盤整備」というのは、正に

統計プロセスのデジタル化について提案していることで、統計委員会の委員の皆様の合意

によって、来年度どう統計リソースを重点的に配分すべきかということを言っていただい

ていることは、私たち、デジタル部会の思いと本当に一致している証の建議だと思って、

私はすごくうれしく受け止めたのです。 
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 ですから、この建議の、エッセンスというのを、私たちの取りまとめにも反映させてい

ただければ心強いなというふうに思いました。特に、「統計人材の育成、確保」ということ

については、統計の品質を確保して有意義にＡＩを含むデジタル技術を活用しながら、そ

れを主体的に利用者本位の公的統計として作り上げていく人材は、どんなにデジタル化が

進んでも、引き続き必要だと思うのですよね。そのことを、私たちとしては言うことがで

きるのではないかなと思いました。 

 というわけで、第４章として仮に今後の取組についての提案とか今後の課題とかという

ときには、第一義的に、「総合的にデジタル化する社会経済の対象をより一層明確に位置付

けるために、統計委員会の他の部会や他の府省庁との連携によって、より一層そのデジタ

ル化への取組を充実していきましょう」ということ。２点目に、「新しい技術であるＡＩと

いうのは、是非、どのような影響をもたらすかということを認識しながら取り組んでいき

ましょう」ということ。３点目に、「国際比較の観点、あるいは国際的な統計における連携

ということについては、継続的な調査を含めて、引き続き取り組んでいきましょう」とい

うことが提起できます。 

 そのぐらいのことは見えてきたのですけど、それでは、ほかにお気付きの点がありまし

たら。小西臨時委員、どうぞ。 

○小西臨時委員 清原部会長がまとめてくださったことに対して、お答えをしていないの

で、発言していいですか。 

○清原部会長 どうぞ。 

○小西臨時委員 まとめていただいたことに賛同します。一点だけ、現在の「今後の中長

期的展望」は３章のみの中長期展望だと理解しています。２章の中長期展望も追加するか、

中長期展望は、全体のものとして報告書の最後にまとめるかを全体のバランスで決めてい

ただければと思います。 

 今後の課題を建議とそろえるのに賛成します。その方が、他の部会の方や資料を見る方

にもわかりやすいと思います。 

特に、３ページ２の（１）で挙げられている調査については、統計関係者でもすぐにイ

メージできるとは限らないため、もう少し幅広く、デジタルに関係する調査や一般統計も

含めて記載する方がよいと思います。また、「シェアリングエコノミー」「テレワーク」な

ど、具体的な用語が課題の中に入っていると、方向性がより明確になります。 

 デジタルは形がなく、社会や経済のあらゆるところに入り込む性質があるため、今後の

課題の記述は、社会・経済全体を見据えた広い視点でまとめていただけるとよいと考えま

す。以上です。ありがとうございました。 

○清原部会長 ありがとうございます。御指摘のとおり、今回、私たちが重点的に取り組

んだ統計対象としてのデジタル化、とりわけ電子経済の部分、そして第３章にまとめた統

計調査のデジタル化、これはしっかりと、そこで一定の集約をしつつ、中長期的な展望も

書ければ、その方が平仄がそろうかなと思いますが、あわせて、今後の課題のところに、

国際的な調査もせっかく端緒ができましたので、その継続であるとか、ＡＩを含めた展望

も少し書ければというふうに改めて思いました。ありがとうございます。 
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 それでは、細川専門委員、お願いします。 

○細川専門委員 細川でございます。どうぞよろしくお願いいたします。私からは、第３

章につきまして、３点ほど、雑感的なところをコメントさせていただきます。 

 基本的に、先ほどからお話しいただいていますように、これ以上ボリュームを増やさな

いというところ、一方で、第４章は、是非追加していただければと思うのですけど、そう

いった意味で、これ以上内容を増やすものではないのですけれども、まず１点目は、やは

り先ほど来出ているＡＩ、特に生成ＡＩ等の技術を、特にこの統計プロセスを支えるシス

テムの中にどう生かすのかというところについては、結論としては、もう全般的に生かす

ところがあるだろうというふうに思っております。すなわち、統計を行う前の、調査を行

う前の企画段階から、実際のオンライン回答だとか、あとそれを補完するような調査方法

に対するところですとか、例えば2020年のアメリカの統計調査、国勢調査では、調査員さ

ん一人一人にiPhoneを持たせて、その進捗具合によってＡＩで自動的に配置を変えたとか、

そういった事例なんかも、資料ベースなのですけども、拝見しております。あとは、特に

統計プロセスで出ているところのデータが集まってからの審査ですとか集計の段階におい

ても、例えば、これはおかしいなみたいなデータをＡＩであぶり出す。あと、更には、デ

ータの公開です。これにつきましても、総務省でもＡＩを使って検索しやすくするところ

に生かせないかみたいな話もありますけれども、そもそもＰＤＦとかでデータを公開して

いると、ＡＩが間違って取りやすいので、いわゆるハルシネーションというのですけども、

それをなるべくＡＩが取り組みやすいような形で公開するですとか、あとは、そもそもＡ

Ｉ学習者に対して統計データをデータセット、学習のサンプルとしてお使いくださいとい

うようなことが今すごくはやっていますので、そのようなところに活用しやすい形で日本

の統計のデータを世界のＡＩ学習者、研究者に公開するみたいな方向性というのが出てく

る。このように、統計の業務プロセス全体に多分ＡＩを活用する余地というのはあるので

はないかなというふうに思います。 

 そのような将来に向けての夢がある一方で、大きな２点目といたしましては、とは言い

ながら、現在の統計のシステムというのは、各府省及び政府統計共同利用で整備している

機能を含めて、かなり膨大なものになっておりまして、ほぼ作り込んだ仕組みになってお

ります。そのような意味で、ＣＯＴＳ、コッツという言葉があるのですけれども、いわゆ

る既製品です。それで、今後、統計のシステムを刷新していくというアプローチというの

が、諸外国を見ても、だんだんと増えてきているのかなというふうに思います。最近の例

ですと、総務省の統計局のホームページで、統計ＶＩＺ、ＢＩＺではなくてＶＩＺ、ビジ

ュアライゼーションの方なのですけれども、出来合いのビジュアライゼーションのツール

を使って見やすくしたというような事例です。これも職員主体でかなり短い時間でやった

のですけど、そういったように、出来合いの機能を活用できるところは活用してやったほ

うが、当然ながら出来合いの製品は、もう生成ＡＩが組み込まれているものも結構多いの

ですよね。したがって、そういうふうに、古いシステムを維持する一方で、どんどんと新

しい領域には既製品の機能を活用するということが、今後望ましいのではないかなという

ところでございます。 
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 あと、大きな３点目といたしましては、諸外国の統計に関するＩＴの予算、この状況と

いうのが、多分日本よりかなり大きいのではないかなというふうに思っておりまして、そ

のような意味で、日本の方も、現在の古くからある巨大なシステムを維持する一方で、中

長期的に諸外国の投資の状況なんかも参考にしながら、そのような新しい技術ですとか新

しいテクノロジーをうまく活用して刷新していくようなところというのを、ある程度目標

感を持ってやらないと、直近及び中長期的なところに対応できないのではないかなと思い

ますので、そういう情報等を今後調査して共有いただければ有り難いかなと思います。 

 話が長くなりましたが、以上でございます。ありがとうございます。 

○清原部会長 とんでもない、ありがとうございます。細川専門委員からは、まず、生成

ＡＩというのは統計プロセス全般に活用される可能性があると。企画、オンライン回答、

調査方法、そして公表、統計プロセスの集計なども含めて。しかしながら、現在、公的統

計の仕組みというのは大変膨大で、かつ、かなり蓄積されたものがあるので、一つには、

既製品的なものや、あるいはビジュアライゼーションなど、より使い勝手がいい方向とい

うのが検討されるべきであるし、また、諸外国の統計のＩＴ化に関する予算の情報なども

把握しながら、是非中長期的な統計のデジタル化の展望というのを引き続き持っていきた

いということで、これは第３章の中長期的な展望のところにもちろん反映できると思いま

すし、生成ＡＩのことに関しては、総合的に今後の課題の中にも重ねて記載していくべき

重要な気付きで、このメンバーの共通点をまた補強していただいたと思います。ありがと

うございます。 

 それでは、全体を通して、ほかに皆様がお気付きの点はございますか。大体、皆様、そ

れぞれに御発言は頂いたように思いますが、よろしいですか。大丈夫でしょうか。 

 それでは、北原政策統括官に、御発言いただきます。 

○北原総務省政策統括官 御指名いただきまして、ありがとうございます。政策統括官を

務めております北原でございます。 

 まずは、先生方に厚く御礼を申し上げたいと思います。デジタル部会ということで、諮

問を行うということではなくて、すごく特定しない形で、これは統計委員会が新たに持っ

た建議機能、諮問がなくても議論して建議ができるという機能を使ったものでございます

けれども、清原部会長にハンドルをお願いし、先生方にいろいろ御発言、お知恵を頂きま

して、また、講師で参加された先生方にもいろいろなお知恵を頂きまして、誠にありがと

うございます。ここまでのところで、厚く御礼を申し上げます、というのが一つ目でござ

います。 

 それから、このデジタルの話というのは、政府としては、統計だけではなくて、世の中

全体のデジタルという文脈で大きく対応しているところでございまして、特に我が国の少

子高齢化、それから人口減少社会にどうやって対応していくかということについて、突破

するものの一つがデジタルであると。これをやれば解決するという話ではないのですけれ

ども、そういう形で、政府全体として取り組んでいる中で、統計についても、統計作成で

もそうですし、あるいは政府がその政策を評価、判断するときに、世の中がデジタル化し

ていくというところを捉えるための統計として、いろいろな側面がございますけれども、
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そうした中で、統計委員会においてもデジタルについて御審議を賜っているところでござ

います。 

 今回、事務局の方で取りまとめさせていただいているものの中に、少し国際的な話とい

うことで、席上では御報告をお時間をとって差し上げていなかったのですけれども、幾つ

かの動きのところで書かせていただいております。先生方から先ほど来お話が出ています、

例えばＡＩにつきましても、いろいろなところで、国際的な場で議論が出ています。それ

を見ますと、例えばＡＩレディネスといって、ＡＩが進んでいるけど、準備できています

かというような文脈で、各国がそれぞれ状況を語られているようなところで、そこは使っ

ていこうという方もあれば、法律的、倫理的な面とか、いろいろな形があるのですけれど

も、いずれにしても、今先生方から御議論がございましたように、ＡＩについても非常に

大きな話になっていると理解してございます。そうした中で、引き続き、この取りまとめ

に向けての御議論を賜ればと思ってございます。 

 すみません、以上でございます。 

○清原部会長 ありがとうございました。北原政策統括官から、皆様の熱心な御審議に、

まず、感謝の意を表していただきまして、ありがたく思います。ありがとうございます。 

 そして、デジタル化の検討そのものは、正に、とりわけ日本においては少子化や長寿化

が進む中で、一つの重要な解決の手段であるかもしれないけれども、それだけではない、

丁寧な議論が必要な中、統計調査を一つの切り口に、私たちはかなり幅広く議論ができて

いますし、併せて国際的な動向も含めた議論ができていることにも、更に応援を頂きまし

た。ありがとうございます。 

 今、統括官から頂きましたことを含めて、私たちは、今期の取りまとめをするとともに、

バトンを引き継いで持続可能な部会としていくためにも、「次なる課題」というよりも、皆

様が素案に「展望」と書いていただいたのはとてもいいなと思っています。ポジティブな

次期への橋渡しとなるようなメッセージを、ＡＩへの視点も含めて提案をしていければよ

いと改めて思いました。 

 引き続き、私が事務局とよく御相談しながら、次回、皆様の御意見を反映したより良い

取りまとめの、今度は素案ではなくて案を出したいなと思っています。谷本室長を始め、

皆様、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日予定した議題は以上でございます。本日の議事を通して、何かほかに御

意見はございますか。大丈夫ですか。大丈夫ですね。オンラインの皆様も、大丈夫ですか。 

 それでは、事務局から事務連絡があればお願いします。よろしくお願いします。 

○齋藤総務省統計委員会担当室室長補佐 次回のデジタル部会の開催日程につきましては、

調整中でございます。日時、場所につきまして、別途御連絡いたします。 

○清原部会長 ありがとうございます。それでは、皆様、日程調整にまた御協力を頂けれ

ばと思います。何しろ、暑いです。でも、戻り梅雨があるようでございまして、皆様、自

然の脅威に負けることなく、デジタル部会の皆様におかれましては健やかにお過ごしいた

だきまして、また次回、更なるより良い取りまとめに向けて、皆様の御参画と御貢献を頂

ければと思います。 
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 それでは、以上をもちまして、第６回のデジタル部会を終了いたします。熱心に御参画

いただきまして、ありがとうございます。それでは、またお目にかかります。失礼します。 

 

 


